
第１章 相互応援の一般事項 
  １ 本手引きの目的 ２ 本手引きの位置づけ   

 

- 1 - 

  

 

本手引きは、地震等緊急時において、日本水道協会及び会員水道事業者及び水道

用水供給事業者（以下「水道事業体」という。）等による相互応援の仕組みと、こ

れに関わる水道事業体の役割や応援活動の留意事項等を明確にすることにより、

会員相互で行われる応急給水、応急復旧等の相互応援活動を迅速かつ円滑に実施

し、被災した水道事業体の給水を早期に確保することを目的としている。 

個々の会員にあっては、本手引きの目的を達成するために、その内容や意義につ

いて日頃から職員に周知徹底しておく必要がある。 

同時に、地震等緊急時においては、被災水道事業体や応援水道事業体に限らず、

全ての水道事業体が積極的に関与する姿勢を持つことが重要となる。 

 

 

 

被災地方公共団体からの応援要請は、その要請を受けた地方公共団体の職員の

派遣、資機材の調達、現地での応急活動、そして、それらの費用の負担といった応

援活動の起点をなす重要な行為であるが、本来この応援要請は、災害対策基本法や

地方自治法等を根拠に｢長｣が｢長｣に対して行い、水道事業管理者は｢長｣の指示に

より行動するという流れが基本ルールとなる。 

一方、多くの地方公共団体の実態として、水道事業に関する事務は地方公営企業

であるということから、水道事業管理者限りでその事業運営がなされている場合

がほとんどであり、また、日本水道協会の地方支部や都府県支部等を中心とした日

常的な連絡・連携体制を背景に、既に近隣の水道事業体同士が自主的な協力体制を

有している場合が多い。 

そこで、この既存の協力体制に基づき、被災した水道事業体が他の水道事業体に

対して直接応援要請を行うことは、現実的な対応であるとともに実効性の高い方

法であると考えられる。 

以上のことを踏まえ、本手引きは応援要請における｢長｣と管理者の関係のよう

な、それぞれの地方公共団体内部の関係にまで立ち入るものではなく、｢実務者と

しての水道事業体等が、平常時から行っておくべき事項を踏まえた上で現実的相

互応援に関するルール｣と位置づける。
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